
別紙 国民健康保険調整交付金(直営診療施設整備分)交付要綱の一部改正新旧対照表

新 旧

国民健康保険調整交付金（直営診療施設整備分）交付要綱

厚 生 省 発 保 第 7 3 号 昭和 53 年９月 29 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 57 号 昭和 54 年８月 29 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 43 号 昭和 55 年８月 14 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 67 号 昭和 56 年７月 28 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 53 号 昭和 57 年９月 28 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 48 号 昭和 58 年９月 20 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 72 号 昭和62年11月25日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 63 号 平成元年９月 25 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 87 号 平成２年９月 14 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 56 号 平成３年８月７日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 97 号 平成４年９月 30 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 84 号 平成５年 10 月 22 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 99 号 平成６年 10 月 20 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 99 号 平成７年８月 30 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 71 号 平成８年５月 10 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 57 号 平成９年４月１日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 83 号 平成 10 年４月９日

一部改正厚生省発保第 120 号 平成 11 年 12 月９日

一部改正厚生省発保第 147 号 平成12年９月１４日

一部改正厚生労働省発保第 0412001 号 平成 14 年４月 12 日

一部改正厚生労働省発保第 0407001 号 平成 15 年４月７日

一部改正厚生労働省発保第 0407001 号 平成 16 年５月 28 日

一部改正厚生労働省発保第 0704002 号 平成 17 年７月４日

一部改正厚生労働省発保第 0526003 号 平成 21 年５月 26 日

一部改正厚生労働省発保 0330 第 11 号 平成 22 年３月 30 日

一部改正厚生労働省発保 0515 第３号 平成 25 年５月 15 日

一部改正厚生労働省発保 0401 第６号 平成 26 年４月１日

一部改正厚生労働省発保 0409 第 14 号 平成 27 年４月９日

一部改正厚生労働省発保 0401 第２号 平成 28 年４月１日

国民健康保険調整交付金（直営診療施設整備分）交付要綱

厚 生 省 発 保 第 7 3 号 昭和 53 年９月 29 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 57 号 昭和 54 年８月 29 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 43 号 昭和 55 年８月 14 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 67 号 昭和 56 年７月 28 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 53 号 昭和 57 年９月 28 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 48 号 昭和 58 年９月 20 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 72 号 昭和62年11月25日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 63 号 平成元年９月 25 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 87 号 平成２年９月 14 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 56 号 平成３年８月７日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 97 号 平成４年９月 30 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 84 号 平成５年 10 月 22 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 99 号 平成６年 10 月 20 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 99 号 平成７年８月 30 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 71 号 平成８年５月 10 日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 57 号 平成９年４月１日

一 部 改 正 厚 生 省 発 保 第 83 号 平成 10 年４月９日

一部改正厚生省発保第 120 号 平成 11 年 12 月９日

一部改正厚生省発保第 147 号 平成12年９月１４日

一部改正厚生労働省発保第 0412001 号 平成 14 年４月 12 日

一部改正厚生労働省発保第 0407001 号 平成 15 年４月７日

一部改正厚生労働省発保第 0407001 号 平成 16 年５月 28 日

一部改正厚生労働省発保第 0704002 号 平成 17 年７月４日

一部改正厚生労働省発保第 0526003 号 平成 21 年５月 26 日

一部改正厚生労働省発保 0330 第 11 号 平成 22 年３月 30 日

一部改正厚生労働省発保 0515 第３号 平成 25 年５月 15 日

一部改正厚生労働省発保 0401 第６号 平成 26 年４月１日

一部改正厚生労働省発保 0409 第 14 号 平成 27 年４月９日



新 旧

国民健康保険調整交付金（直営診療施設整備分）交付要綱

１～４ （略）

（交付の条件）

５ この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

(1)～(7) （略）

(8) 保険者は、交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式３による調書を作

成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、当該調書及び証拠書類を交

付金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属す

る年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増

加した不動産及びその他の従物並びに事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、

前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律施行令第 14 条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する

日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。

(9)～(13) （略）

６～12 （略）

国民健康保険調整交付金（直営診療施設整備分）交付要綱

１～４ （略）

（交付の条件）

５ この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

(1)～(7) （略）

(8) 保険者は、交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式３による調書を作

成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書類を交

付金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属す

る年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増

加した財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 14 条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が

別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。

(9)～(13) （略）

６～12 （略）
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新
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別表

区

分

１ 種目及び規格

２ 基準面積及び基準額

施設の種目及び規格ごとに下記の建築基準単価に基準面積を乗じて得た額。建築単価又は建築面積が建築基準単価又は基準面積を下回ると
きは、当該建築単価又は建築面積をそれぞれ建築基準単価又は基準面積とみなして算出する。

種
目

規 格 基 準 面 積 （単位 ㎡） 建築基準単価 （ １㎡当たり 単位：円 ）

建

物

診

療

所

甲型 ６２．０

木 造

病

院

丁

型

診療棟 ６４８．３

丙型 ４６９．４
一般病床数が６床を超えるときは、その超える分について１床
増すごとに12.6㎡を加算した面積であること。

医

師
住

宅

診

療

所

病

院

一般病床36～50床

Ｃ地域 １３５，９００

１５０，３００

乙型 １７６．９ Ｂ地域 １４３，１００

Ａ地域

Ｄ地域 １２８，８００

病棟 ２７８．９
一般病床数が20床を超えるときは、その超える分について１床

増すごとに12.6㎡を加算した面積であること。

ブロック造

Ａ地域 １３０，６００

給食棟 附表２に定める面積 Ｂ地域 １２４，４００

乙型 １ 戸

１戸につき８２．０

Ｃ地域 １１８，２００

丙型 ２ 戸

Ｄ地域 １１２，０００
一般病床20～35床 ３ 戸

看

護

師

宿

舎

病院の病床数が20床のときは82.0㎡とし、20床を超える分について４床増すご

とに16.4㎡を加算した面積であること。

Ｃ地域

院

内

託

児

施

設

等

１３５，９００

１５０，３００

一般病床51床以上 ５ 戸

Ｂ地域 １４３，１００

診療所
収容定員×５㎡

（ただし、診療所については10人、病院については20人を限度とする。） Ｄ地域 １２８，８００
病院

４ 戸

鉄筋コンクリート造

Ａ地域

別表

区

分

１ 種目及び規格

２ 基準面積及び基準額

施設の種目及び規格ごとに下記の建築基準単価に基準面積を乗じて得た額。建築単価又は建築面積が建築基準単価又は基準面積を下回ると

きは、当該建築単価又は建築面積をそれぞれ建築基準単価又は基準面積とみなして算出する。

種
目

規 格 基 準 面 積 （単位 ㎡） 建築基準単価 （ １㎡当たり 単位：円 ）

建

物

診

療

所

甲型 ６２．０

木 造

病

院

丁
型

診療棟 ６４８．３

丙型 ４６９．４
一般病床数が６床を超えるときは、その超える分について１床

増すごとに12.6㎡を加算した面積であること。

医

師

住
宅

診
療

所

病

院

一般病床36～50床

Ｃ地域 １３８，９００

１５３，５００

乙型 １７６．９ Ｂ地域 １４６，２００

Ａ地域

Ｄ地域 １３１，６００

病棟 ２７８．９
一般病床数が20床を超えるときは、その超える分について１床
増すごとに12.6㎡を加算した面積であること。

ブロック造

Ａ地域 １３３，５００

給食棟 附表２に定める面積 Ｂ地域 １２７，１００

乙型 １ 戸

１戸につき８２．０

Ｃ地域 １２０，７００

丙型 ２ 戸

Ｄ地域 １１４，４００
一般病床20～35床 ３ 戸

看

護

師

宿

舎

病院の病床数が20床のときは82.0㎡とし、20床を超える分について４床増すご

とに16.4㎡を加算した面積であること。

Ｃ地域

院

内

託

児

施

設

等

１３８，９００

１５３，５００

一般病床51床以上 ５ 戸

Ｂ地域 １４６，２００

診療所
収容定員×５㎡

（ただし、診療所については10人、病院については20人を限度とする。） Ｄ地域 １３１，６００
病院

４ 戸

鉄筋コンクリート造

Ａ地域



新 旧

別紙様式１～４（略）

別紙様式６（略）

別紙様式１～４（略）

別紙様式６（略）
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別紙（１）

選 定 額
国 庫 補 助

基 本 額 ①

国 庫 補 助

所 要 額 ①

国 庫 補 助

基 本 額 ②

保 険 者

補 助 額

国 庫 補 助

所 要 額 ②

国 庫 補 助

所 要 額

国 庫 補 助

受 入 済 額

差引国庫補助

過 不 足 額

員

数

単

価

金

額

(A)と(F)を比較し

て少ない方の額

(E)と(G)を比較し

て少ない方の額
（H）×補助率

２の(2)の事業に

つ い て （ Ａ ） ～

（Ｈ）の例により

算定した額×補

助率

(J)と (K)を比較し

て少ない方の額

(A) (B) (A)＋(B)＝（Ｃ） (D) （Ｃ）－(D)＝（E） (Ｆ) （Ｇ） （Ｈ） （Ｉ） （J） （K） (L) (I)＋(L)＝（M） （N） （M）－(N)＝（O）

円 円 円 円 円 ㎡ 円 円 円 円

診療棟

病棟

給食棟

小計

医師住宅

看護師宿舎

院内託児施設等

Ｘ線テレビ用

一般用

患者輸送車

巡回診療車（船）

医療機械器具

（品名）

円 円 円 円 円

医

療

機

械

等

経 費 所 要 額 精 算 書

区 分
支 出 済 補 助

対 象 事 業 費

支出済補助対

象 外 事 業 費

支出済総事

業 費

寄付金その

他の収入額
差 引 額

基 準 額

合 計

病

院

レントゲ

ン装置

建

物

診療所

別紙（１）

選 定 額
国 庫 補 助

基 本 額 ①

国 庫 補 助

所 要 額 ①

国 庫 補 助

基 本 額 ②

保 険 者

補 助 額

国 庫 補 助

所 要 額 ②

国 庫 補 助

所 要 額

国 庫 補 助

受 入 済 額

差引国庫補助

過 不 足 額

員

数

単

価

金

額

(A)と(F)を比較し

て少ない方の額

(E)と(G)を比較し

て少ない方の額
（H）×補助率

２の(2)の事業に

つ い て （ Ａ ） ～

（Ｈ）の例により

算定した額×補

助率

(J) と(K)を比較し

て少ない方の額

(A) (B) (A)＋(B)＝（Ｃ） (D) （Ｃ）－(D)＝（E） (Ｆ) （Ｇ） （Ｈ） （Ｉ） （ J） （K） (L) (I)＋(L)＝（M） （N） （N）－(M)＝（O）

円 円 円 円 円 ㎡ 円 円 円 円

診療棟

病棟

給食棟

小計

医師住宅

看護師宿舎

院内託児施設等

Ｘ線テレビ用

一般用

患者輸送車

巡回診療車（船）

医療機械器具

（品名）

円 円 円 円 円合 計

病

院

レントゲ

ン装置

建

物

診療所

医

療

機

械

等

経 費 所 要 額 精 算 書

区 分
支 出 済 補 助

対 象 事 業 費

支出済補助対

象 外 事 業 費

支出済総事

業 費

寄付金その

他の収入額
差 引 額

基 準 額
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